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第 83期（2023年 3月期）  

 

決  算  公  告 

 

 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

神戸市灘区備後町３丁目２番１号 

伊藤ハム株式会社 
 

2022年4月 １日から 
 
2023年3月31日まで 



　(単位：百万円)

科 目 金 額 科 目 金 額

流　動　資　産 １３１,３４４ 流　動　負　債 １０８,４７７

現 金 及 び 預 金 １８５ 支 払 手 形 １５２

売 掛 金 ５５,４１６ 電 子 記 録 債 務 １,９９１

商 品 及 び 製 品 ５４,７６９ 買 掛 金 ５０,８８６

仕 掛 品 ４１８ リ ー ス 債 務 １２０

原 材 料 及 び 貯 蔵 品 ８,６３６ 未 払 金 ９,２７９

前 払 費 用 ６９４ 関 係 会 社 預 り 金 ４３,５４２

未 収 入 金 １０,６２２ 賞 与 引 当 金 １,２７１

そ の 他 ７４９ そ の 他 １,２３３

貸 倒 引 当 金 △１５０

固　定　資　産 ８９,５０２ 固　定　負　債 ５,０７５

有 形 固 定 資 産 ３４,１７３ リ ー ス 債 務 ２４１

建 物 ９,８８２ 繰 延 税 金 負 債 ２,７４３

構 築 物 ６１３ 資 産 除 去 債 務 ６０４

機 械 及 び 装 置 １１,０１６ 長 期 前 受 収 益 １,１７２

車 両 運 搬 具 ８ そ の 他 ３１４

工具、器具及び備品 ８３７

土 地 １１,１６５ 負 債 合 計 １１３,５５２

リ ー ス 資 産 ３２８

建 設 仮 勘 定 ３２１ 株　主　資　本 １０１,０２５

無 形 固 定 資 産 ５,７８９ 資　　本　　金 ２８,４２７

ソ フ ト ウ ェ ア ８４３ 資 本 剰 余 金 ２９,６６４

そ の 他 ４,９４６ 資 本 準 備 金 １,５３３

投資その他の資産 ４９,５３９ そ の 他 資 本 剰 余 金 ２８,１３１

投 資 有 価 証 券 １２,６９７ 利 益 剰 余 金 ４２,９３４

関 係 会 社 株 式 ２３,３３０ 利 益 準 備 金 ５,６０３

長 期 貸 付 金 １,２０２ そ の 他 利 益 剰 余 金 ３７,３３０

関係会社長期貸付金 １,５００ 固定資産圧縮積立金 １,２０６

前 払 年 金 費 用 ８,３０２ 別途積立金 １７,３００

そ の 他 ２,８２０ 繰越利益剰余金 １８,８２３

貸 倒 引 当 金 △３１４ 評価・換算差額等 ６,２６８

その他有価証券評価差額金 ６,４０２

繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △１３３

純 資 産 合 計 １０７,２９４

資 産 合 計 ２２０,８４６ 負 債 ・ 純 資 産 合 計 ２２０,８４６

資 産 の 部 負 債 の 部

純 資 産 の 部

貸　借　対　照　表
（2023年3月31日現在）
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　(単位：百万円)

内　　　　訳 合　　計

売 上 高 ５０３,２９８

売 上 原 価 ４６９,７５１

売 上 総 利 益 ３３,５４７

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 ３８,１８６

営 業 損 失 △４,６３９

営 業 外 収 益

７,６２３

２,０９７

１,３５３ １１,０７４

営 業 外 費 用

３０

１,５７６

３８ １,６４５

経 常 利 益 ４,７９０

特 別 利 益

２８２

６１ ３４４

特 別 損 失

１２２

２５

７２

２ ２２３

税 引 前 当 期 純 利 益 ４,９１１

△１,１８５

３２４ △８６１

当 期 純 利 益 ５,７７２

減 損 損 失

法 人 税 、 住 民 税 及 び 事 業 税

法 人 税 等 調 整 額

貸 倒 引 当 金 戻 入 額

そ の 他

固 定 資 産 除 却 損

そ の 他

人 事 制 度 変 更 に よ る 一 時 費 用

そ の 他

支 払 利 息

不 動 産 賃 貸 費 用

そ の 他

損　益　計　算　書

金　　　　　　　　　額
科　　　　　　　　　目

受 取 利 息 及 び 配 当 金

受 取 賃 貸 料

2022年4月 1日から

2023年3月31日まで
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　(単位：百万円)

固 定 資 産
圧縮積立金

別 途
積 立 金

2022年4月1日　期首残高 28,427 28,131 29,664 1,239 17,300 50,029

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩 △ 32 －

　剰余金の配当 △ 12,867

　当期純利益 5,772

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

　事業年度中の変動額合計 － － － △ 32 － △ 7,095

2023年3月31日　期末残高 28,427 28,131 29,664 1,206 17,300 42,934

2022年4月1日　期首残高

事業年度中の変動額

　固定資産圧縮積立金の取崩

　剰余金の配当

　当期純利益

　株主資本以外の項目の事業
　年度中の変動額（純額）

　事業年度中の変動額合計

2023年3月31日　期末残高

－

1,533

108,121

101,025

6

6

6,402

5,772

△ 7,095

評価・換算差額等

6,395

1,533

5,772

32

△ 12,867

株主資本等変動計算書

株主資本

資本剰余金

資 本
剰 余 金
合 計

資 本 金 資 本
準 備 金

利益剰余金

利 益
剰 余 金
合 計

繰越利益
剰 余 金

△ 7,062

18,823

そ の 他
資 本
剰 余 金

利 益
準 備 金

5,603

－

5,603

その他利益剰余金

25,886

△ 688

6,268

561

△ 694

△ 694

△ 688

株主資本

株主資本
合 計

－

△ 12,867

その他有価証券
評価差額金

繰 延 ヘ ッ ジ
損 益

107,294

純 資 産
合 計

115,077

－

△ 12,867

5,772

△ 688

△ 7,783

△ 133

評 価 ・ 換 算
差 額 等 合 計

6,956

2022年4月 1日から

2023年3月31日まで
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重要な会計方針に係る事項

1.資産の評価基準及び評価方法

(1)有価証券

子会社株式及び
関連会社株式

移動平均法による原価法

その他有価証券

市場価格のない株式等以外のもの 時価法

(評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定)

市場価格のない株式等 移動平均法による原価法

(2)デリバティブ 時価法

(3)棚卸資産

製品・商品 先入先出法による原価法

(ただし、販売用食肉は、月別移動平均法による原価法)

原材料・仕掛品・貯蔵品 月別移動平均法による原価法

（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

2.固定資産の減価償却の方法

有形固定資産 定率法

（リース資産を除く） ただし、1998年4月1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）並びに

2016年4月1日以降に取得した建物附属設備及び構築物については定額法

なお、主な資産の耐用年数は以下のとおりであります。

建物 24年～50年

機械及び装置 5年～10年

無形固定資産 定額法

（リース資産を除く） なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間

(5年)に基づいております。

リース資産 リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。

個　別　注　記　表
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3.引当金の計上基準

貸 倒 引 当 金 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、

貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。

賞 与 引 当 金 従業員賞与の支払に備えるため、支給見込額に基づき計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の

見込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しております。

・退職給付見込額の期間帰属方法

退職給付債務の算定に当たり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰属させる

方法については、給付算定式基準によっております。

・数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法

過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（12年）に

よる定額法により費用処理しております。

数理計算上の差異は、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間以内の

一定の年数（12年）による定額法により按分した額をそれぞれ発生の翌事業年度から

費用処理しております。

4.収益及び費用の計上基準

当社の主要な事業における主な履行義務の内容及び収益を認識する通常の時点は以下のとおりであります。

　加工食品事業 主に国内におけるハム・ソーセージ及び調理加工食品等の製造、販売

　食肉事業 主に国内及び海外における食肉等の生産、処理加工及び販売

　顧客との販売契約において、商品又は製品を引き渡す義務を負っており、これらの履行義務を充足する時点は、通
常商品又は製品の引渡時であります。ただし、国内取引については、商品又は製品の出荷時から支配が顧客に移転さ
れる時までの期間が数日間程度であるため、「収益認識に関する会計基準の適用指針」第98項に定める代替的な取扱
いを適用し、主として出荷時に収益を認識しております。海外への販売については、貿易条件であるインコタームズ
に基づいて売主（輸出者）の危険負担の移転時点で収益を認識しております。
販売契約においてリベート等の条件が含まれる場合、顧客と約束した対価のうち変動する可能性のある部分につい
て、将来収益の著しい減額が発生しない可能性が高い部分に限り取引価格に含めております。
　販売契約における対価は、顧客へ商品又は製品を引き渡した時点から主として１年以内に回収しております。な
お、重要な金融要素は含んでおりません。
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5.ヘッジ会計の方法

(1) ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理を採用しております。

なお、為替予約取引について振当処理の要件を充たしている場合には振当処理を行っております。また、

金利スワップ取引について特例処理の要件を充たしている場合には特例処理を行っております。

(2) ヘッジ手段とヘッジ対象

ヘッジ手段…為替予約、金利スワップ

ヘッジ対象…外貨建予定取引、借入金利息

(3) ヘッジ方針

為替予約は為替変動リスクをヘッジするため、金利スワップは金利変動リスクを回避する手段として、

実需の範囲内で行うこととし、投機目的の取引は行わない方針であります。

為替予約については、為替リスク管理委員会を設置し、社内管理基準に基づくリスク管理体制をとっており、

金利スワップについては、資金担当部門にて一元管理を行っております。

(4) ヘッジ有効性評価の方法

ヘッジ手段とヘッジ対象の対応関係を確認することにより、有効性を評価しております。

なお、振当処理を行った為替予約取引は有効性の判定を省略しております。また、特例処理の要件を

充たしている金利スワップ取引は、有効性の判定は省略しております。

会計上の見積りに関する注記

食肉事業セグメントの商品及び製品に含まれる販売用食肉在庫の評価

　①当事業年度末に計上した金額

　　　　販売用食肉在庫 45,468 百万円

　　　　簿価切下額 515 百万円

　②その他見積りの内容に関する理解に資する情報

　　　棚卸資産の貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定しており、事業年度末に

　　おける正味売却価額が取得原価を下回る場合には、当該正味売却価額をもって貸借対照表価額としております。

　　販売用食肉の正味売却価額は、見積売価から見積販売直接経費を控除して算定しております。

　　　過去の販売実績及び将来の販売見込み等に基づき見積売価を予測しておりますが、その予測には不確実性を

　　伴うため、実際の販売価格との乖離が発生した場合は翌期の損益に重要な影響を及ぼす可能性があります。
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貸借対照表に関する注記

1.有形固定資産の減価償却累計額

102,996百万円

2.担保提供資産

現金及び預金 110 百万円 44 百万円

差入保証金 200

計 310 百万円 44 百万円

3.保証債務

INDIANA PACKERS CORP. 2,086  借入等

(US$15,624千)

㈲島根農場 183  借入等

伊藤ハムミート販売西㈱ 41  賃借料支払

2,311

4.関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

(1)短期金銭債権 37,639 百万円

(2)長期金銭債権 0 百万円

(3)短期金銭債務 10,997 百万円

損益計算書に関する注記

関係会社との取引高

(1)営業収益 340,686 百万円

(2)営業費用 156,495 百万円

(3)営業取引以外の取引高 8,762 百万円

計

担保に供している資産 担保に係る債務

預り金

（ギフト券発行残高）

計

被保証者
保証金額

（百万円）
 被保証債務の内容
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株主資本等変動計算書に関する注記

1.発行済株式の種類及び総数に関する事項

発行済株式

普通株式

2.剰余金の配当に関する事項

(1) 当事業年度中に行った剰余金の配当

決議 効力発生日

2022年６月24日
定時株主総会

2022年６月27日

(2) 配当の効力発生日が翌事業年度となるもの

　　該当事項はありません。

当 事 業 年 度 期 首
株 式 数 ( 千 株 )

合計

当 事 業 年 度
増加株式数 (千 株 )

－204,247

204,247 －

当 事 業 年 度
減少株式数 (千 株 )

－

－

当 事 業 年 度 末
株 式 数 ( 千 株 )

204,247

204,247

基準日

普通株式 12,867百万円 63円 2022年３月31日

株式の種類 配当金の総額
１株当たり

配当額
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金融商品に関する注記

1.金融商品の状況に関する事項

2.金融商品の時価等に関する事項

　2023年3月31日における貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、

市場価格のない株式等（貸借対照表計上額24,120百万円）は、「その他有価証券」には含めておりません。また、

「現金及び預金」「売掛金」「支払手形」「電子記録債務」「買掛金」「未払金」については、現金であること、

及び短期間で決済されるため時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。

（単位；百万円）

有価証券及び投資有価証券

その他有価証券 11,907 11,907 －

デリバティブ取引

　ヘッジ会計が適用されているもの △ 192 △ 192 －

（注）時価の算定に用いた評価技法及びインプットの説明

金融商品の時価を、時価の算定に用いたインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以下の3つのレベルに

分類しております。

　レベル1 の時価：同一の資産又は負債の活発な市場における（無調整の）相場価格により算定した時価

　レベル2 の時価：レベル1 のインプット以外の直接又は間接的に観察可能なインプットを用いて算定した時価

　レベル3 の時価：重要な観察できないインプットを使用して算定した時価

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのインプットがそれぞれ属する

レベルのうち、時価の算定における優先順位が最も低いレベルに時価を分類しております。

有価証券及び投資有価証券

　すべて上場株式であり、相場価格を用いて評価しております。上場株式は活発な市場で取引されているため、

その時価をレベル1の時価に分類しております。

デリバティブ取引

　為替予約の時価は、先物為替相場や取引金融機関から提示された価格等の観察可能なインプットを用いて算定

しており、レベル２の時価に分類しております。

賃貸等不動産に関する注記

賃貸等不動産の総額に重要性が乏しいため、記載を省略しております。

貸借対照表計上額 時価 差額

　当社は、資金運用については短期的な預金等に限定しております。当社は、伊藤ハム米久ホールディングスグ
ループのＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）に参加しており、一時的な余資の預け入れや短期的な
運転資金、設備投資資金については、CMSにより運用・調達しております。
　売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減を図っております。また、投資有価証券
は主として株式であり、上場株式については、毎月時価の把握を行っております。
　デリバティブは社内管理基準に従い、実需の範囲内で行い投機目的の取引は行わない方針であります。
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税効果会計に関する注記

1.繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

（繰延税金資産）

貸倒引当金 141 百万円

賞与引当金 388

未払事業税 33

棚卸資産評価損 157

投資有価証券評価損 305

減損損失 266

事業再生費用 112

資産除去債務 184

繰越欠損金 279

その他 420

　繰延税金資産　小計 2,289

　評価性引当額 △ 1,281

　繰延税金資産　合計 1,008

（繰延税金負債）

固定資産圧縮積立金 △ 531

その他有価証券評価差額金 △ 2,816

退職給付信託設定益 △ 132

前払年金費用 △ 190

その他 △ 81

　繰延税金負債　合計 △ 3,752

　繰延税金資産(負債)の純額 △ 2,743

2.法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計処理

　当社は、当事業年度から伊藤ハム米久ホールディングス株式会社を通算親法人としてグループ通算制度を適用

しております。また、「グループ通算制度を適用する場合の会計処理及び開示に関する取扱い」(実務対応報告

第42号　2021年８月12日）に従って、法人税及び地方法人税の会計処理又はこれらに関する税効果会計の会計

処理並びに開示を行っております。
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関連当事者との取引に関する注記

1.親会社及び法人主要株主等

種類 会社等の名称
資本金
(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社
伊藤ハム米久ホール
ディングス㈱

30,003
(被所有)
直接100%

経営管理
役員の兼任

ＣＭＳによる
資金取引
(注)

－
関係会社
預り金

43,542

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) ＣＭＳ（キャッシュ・マネジメント・システム）による資金取引については、取引が反復的に行われているため、

取引金額の記載を省略し、期末残高のみを表示しております。なお、金利については市場金利を勘案して合理的に

決定しております。

2.子会社等

種類 会社等の名称
資本金
(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

子会社 伊藤ハムデイリー㈱ 400
所有

直接100%

当社食肉加工品
の販売
同社製品の購入
役員の兼任

食肉加工品
の購入
(注1)

25,918 買掛金 2,508

子会社
伊藤ハム
ミート販売西㈱

90
所有

直接100%
当社食肉の販売
役員の兼任

食肉の販売
（注2）

101,235 売掛金 10,115

子会社
伊藤ハム
ミート販売東㈱

90
所有

直接100%
当社食肉の販売
役員の兼任

食肉の販売
（注2）

111,402 売掛金 10,793

子会社 伊藤ハム販売㈱ 90
所有

直接100%

当社食肉加工品
の販売
役員の兼任

食肉加工品
の販売
（注1）

65,822 売掛金 6,259

食肉の有償支給
(注2)

売掛金 2,768

食肉の購入
(注2)

買掛金 2,515

流動資産
「その他」

150

関係会社
長期貸付金

1,500

関連会社
INDIANA PACKERS
CORP.

(US$20,000千）
所有

直接20%
同社食肉の購入

債務保証
（注4）

2,086 － －

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注1) 価格その他の取引条件は、製造原価等を参考に交渉の上、決定しております。

(注2) 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上、決定しております。

(注3) 資金の貸付については、市場金利を勘案して利率を合理的に決定しております。

(注4) 金融機関からの借入に対して債務保証を行っております。

3.兄弟会社等

種類 会社等の名称
資本金
(百万円)

議決権等の
所有(被所有)

割合

関連当事者
との関係

取引の内容
取引金額
(百万円)

科目
期末残高
(百万円)

親会社の
子会社

米久㈱ 8,634 なし
当社食肉の販売
役員の兼任

食肉の販売
（注）

50,457 売掛金 4,469

上記金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておらず、期末残高には消費税等が含まれております。

取引条件及び取引条件の決定方針等

(注) 価格その他の取引条件は、市場実勢を参考に交渉の上、決定しております。

277子会社 IHミートパッカー㈱ 90
所有

直接100%
同社食肉の購入

資金の貸付
（注3）

－子会社 ロイヤルデリカ㈱ 98
所有

直接100%
資金の援助
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１株当たり情報に関する注記

(1) １株当たり純資産額 525円31銭

(2) １株当たり当期純利益 28円26銭

重要な後発事象に関する注記

（重要な組織再編について）

1.本会社分割の目的

2.本会社分割の要旨

　(1)本会社分割の日程

当社取締役会決議日 2022年８月18日

吸収分割契約締結日 2022年８月18日

吸収分割日（効力発生日） 2023年４月１日

　(2)本会社分割の方式

　(3)本会社分割に係る割当ての内容

本会社分割に際し、株式その他の金銭等の割当はありません。

　(4)本会社分割に伴う新株予約権及び新株予約権付社債に関する取扱い

該当事項はありません。

　(5)本会社分割により増減する資本金

 本会社分割による当社の資本金の増減はありません。

　(6)承継会社が承継する権利義務

　(7)債務履行の見込

　当社は、取締役会において親会社である伊藤ハム米久ホールディングス㈱並びに子会社である伊藤ハムデイ
リー㈱及び伊藤ハムウエスト㈱に対して、当社の事業の一部を吸収分割により承継させること（以下、「本会社
分割」）を決議し、2023年4月1日の効力発生日をもって本会社分割を実施いたしました。
　なお、2023年4月1日付で社名を変更し、伊藤ハムデイリー㈱は伊藤ハム米久プラント㈱、伊藤ハムウエスト㈱
は伊藤ハム米久フーズ㈱となっております。

　「中期経営計画2023」の重点取組方針である経営基盤と収益基盤の強化に向けて、会社単位から戦略セグメン
ト単位への組織体系の移行を進めてきましたが、この度、より効率的で競争力のある事業執行体制と組織体制を
構築し、統合効果の最大化と成長力の向上に繋げることを目的として、当社を事業持株会社とする本会社分割を
含めた当社グループ全体の組織再編を行うものです。

当社を分割会社、伊藤ハム米久ホールディングス㈱、伊藤ハムデイリー㈱及び伊藤ハムウエスト㈱を
承継会社とする簡易吸収分割です。

当社は、本会社分割に係る資産、負債及び権利義務を吸収分割契約書に定める範囲において伊藤ハム
米久ホールディングス㈱、伊藤ハムデイリー㈱及び伊藤ハムウエスト㈱に承継します。

本会社分割の効力発生日以降における当社が負担すべき債務につきましては、履行の見込に問題はな
いと判断しております。
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